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 地域生活支援拠点等とは 
 

 障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えて、障害者等の生活を地域全体で支え

るため、居住支援のためのサービス提供体制を、地域の実情に応じて整備するもの。 

 以下５つの機能を主な柱としている。 

 

機能 具体的な内容 対象となる加算 

相談機能の強化  緊急時の支援が見込めない世帯を事前に

把握した上で、常時の連絡体制を確保し、

緊急の事態等に必要な相談支援を行う。 

・地域生活支援拠点

等相談強化加算 

緊急時の受入れ・

対応の機能の強化 

 短期入所等を活用した常時の緊急受入体

制等を確保した上で、介護者の急病等の緊

急時に短期入所等の施設受入や医療機関へ

の連絡等の必要な対応を行う。 

・緊急時対応加算 

・緊急時支援加算 

・緊急短期入所受入

加算 

体験の機会・場の

機能の強化 

 病院、施設からの地域移行や親元からの

自立等にあたって、グループホーム等の障

害福祉サービスの利用や一人暮らしの体験

の機会・場を提供する。 

・体験利用加算 

・体験宿泊加算 

・体験宿泊支援加算 

専門的人材の確

保・養成の機能の

強化 

 医療的ケアが必要な方や行動障害を有す

る方に対して、専門的な対応ができる体制

の確保や人材の育成を行う。 

・重度障害者支援加

算 

地域の体制づくり

の機能の強化 

 ○基幹相談支援センター、委託相談支援

事業、特定相談支援、一般相談支援等を活

用してコーディネーターを配置し、地域の

様々なニーズに対応できるサービス提供体

制の確保や、地域の社会資源の連携体制の

構築等を行う機能 

 ○必要なサービスの提供とともに虐待の

防止や早期発見、人権擁護に配慮し障害者

等の生活の維持を図る機能 

・地域体制強化共同

支援加算 

 



 

 

 

 国が示す整備手法には２種類あり、多機能拠点整備型（必要な機能を特定の施設に集

約）と、面的整備型（複数の機関が分担して機能を担う）があるが、稲城市では面的整備

型を採用し、既存のあらゆる社会資源をつなぐネットワークを強化し、各機関で役割を担

う体制を整備する。 

 地域生活支援拠点等（以下「拠点等」という。）を推進していくためには、既存の社会

資源との協力が不可欠であり、市が拠点等として位置付けた事業所にはその役割を評価す

る加算が創設されている。 

 なお、拠点等の機能を担う事業所については、運営規程に拠点等の機能を担う事業所と

して各種機能を実施することを規定し、当該事業所であることを市町村に届け出た上で、

市町村が当該事業所として認めることを要する。（H31.３ 厚生労働省障害保健福祉部障

害福祉課 地域生活支援拠点について【第２版】より抜粋） 

 

 

 

① 事前相談 

運営規程の確認のため、障害福祉課に相談 

 

 

② 運営規程の変更 

運営規程に地域生活支援拠点等の機能を担う事業所である旨の記載が必要。 

 

※運営規定変更後は、計画相談事業所・障害児相談支援事業所は市へ、それ以外は東

京都へ運営規程変更の届け出も必要です。 

 

 

③ 拠点事業所登録の届け出 

申請書類： 

・地域生活支援拠点等の機能を担う事業所の登録に係る申請書 

・変更後の運営規程の写し 

 

 

④ 確認 

提出書類に基づき、内容確認。 

稲城市における地域生活支援拠点等 

手続きの流れ 



 

 

⑤ 登録 

・市から登録した旨を法人の代表者宛に通知 

・地域自立支援協議会に事業所が登録された旨を報告 

 

 

 

 

 

▶相談機能の強化 

《地域生活支援拠点等相談強化加算》 ７００単位／回 

１ 内容 

   相談支援事業所の相談支援専門員が、緊急の事態が生じた利用者等に対し、その要

請に基づき、速やかに指定短期入所事業所に対して必要な情報の提供及び利用に関す

る調整を行った場合、利用者１人につき１月に４回を限度に算定できる。 

 

 ２ 対象サービス 

   計画相談支援給付費、障害児相談支援給付費 

 

 

▶緊急時の受入れ・対応の機能の強化 

《緊急時対応加算》 地域生活支援拠点等の場合…プラス５０単位／回 

 １ 内容 

   利用者等からの要請に基づき、居宅介護事業所等のサービス提供責任者が居宅介護

計画の変更を行い、計画にはない介護等を緊急に行った場合にあたっては、利用者１

人につき１月に２回を限度に100単位を算定できる。拠点等の場合には更に50単位を

上乗せできる。 

 

 ２ 対象サービス 

   居宅介護サービス（身体介護、通院等介助（身体介護を伴う）、重度訪問介護、同

行援護、行動援護、重度障害者等包括支援） 

各種加算について 



《緊急時支援加算》 地域生活支援拠点等の場合…プラス５０単位／回 

 １ 内容 

① 緊急時に利用者等からの要請に基づき、深夜に速やかに利用者の居宅等への訪

問等による支援を行った場合、１日につき緊急時支援加算（Ⅰ）の711単位を算

定できる。拠点等の場合は更に50単位を上乗せできる。 

② 緊急時に利用者等からの要請に基づき、速やかに訪問又は一時的な滞在による

支援を行った場合、１日につき緊急時支援費（Ⅰ）712単位を算定できる。拠点

等の場合は更に50単位を上乗せできる。 

 

 ２ 対象サービス 

① 自立生活援助 

② 地域定着支援 

 

 

《緊急短期入所受入加算》 １００単位／日 

 １ 内容 

   拠点等である短期入所施設が利用者を受け入れた場合、緊急時に限らず、利用を開

始した日に100単位を算定できる。 

 

 ２ 対象サービス 

   短期入所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



▶体験の機会・場の機能の強化 

《体験利用支援加算・体験宿泊加算》 拠点等の場合…プラス５０単位／回 

 １ 内容 

① 地域移行支援の日中活動系サービスを体験的に利用した場合に、15日以内に限

り１日につき体験利用支援加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）に更に50単位を上乗せでき

る。 

② 地域移行支援計画に位置付けて、体験的な宿泊支援を行った場合に、15日以内

に限り１日につき体験宿泊加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）に更に50単位を上乗せでき

る。 

 

 ２ 対象サービス 

① 日中系サービス（生活介護、機能訓練、生活訓練、就労移行支援、就労移行支

援（養成）、就労継続支援A型・B型）、地域移行支援 

※内容①のみ算定可能。 

② 地域移行支援 

※内容①又は②の算定が可能。 

 

 

《体験宿泊支援加算》 １２０単位／回 

 １ 内容 

   施設利用者が指定地域移行支援の体験的な宿泊支援を利用する場合において、施設

従事者が地域移行支援事業所との連絡調整その他の相談援助を行った場合に算定でき

る。 

 

 ２ 対象サービス 

   施設入所支援 

 

 

 

 

 

 

 



▶専門的人材の確保・養成の機能の強化 

《重度障害者支援加算》 

 １ 内容 

   強度行動障害のある者に対する支援計画を作成し、当該計画に基づいて支援を実施

している場合に算定できる。 

（１） 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者を１人以上配置し、支援計画

を作成する体制を整備している場合、１日につき７単位を算定できる。 

（２） 強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者が、実践研修修了者の作成し

た支援計画シート等に基づき、強度行動障害を有する者に対して個別の支援を

実施した場合、１日につき180単位を算定できる（研修修了者１人の配置につ

き利用者５人まで加算できる）。 

 

 ２ 対象サービス 

   生活介護（障害者支援施設が行う生活介護を除く） 

 

 

▶地域の体制づくりの機能の強化  

《地域体制強化共同支援加算》 ２０００単位／回 

 １ 内容 

   相談支援事業所の相談支援専門員が、支援困難事例等についての課題検討を通じ、

情報共有等を行い、他の福祉サービス等事業者と３者以上で共同で対応し、自立支援

協議会に報告した場合に算定できる（利用者１人につき月１回を限度とする）。 

 

 ２ 対象サービス 

   計画相談支援給付費、障害児相談支援給付費 

 

 ３ 報告までの流れ 

① 相談支援員は、支援困難ケースについて、稲城市障害者相談支援事業者連絡会

の事例検討を通して、支援方針等の助言を得る。 

② 事例検討で得た助言を参考にしながら、他のサービス提供事業所などと連携

し、必要な支援を提供する（提供しようとしたが、できなかった場合も含む）。 

③ ①、②を経た上で、当該支援困難ケースに係る課題等の整理を行い、報告書に



記録する。 

④ ③で記録した事例について、次回の稲城市障害者相談支援事業者連絡会で事例

発表する。 

⑤ 同報告書をもとに自立支援協議会で報告する。 

 

※他のサービス支援関係者が支援等を行うにあたり要した費用については、加算を

算定する相談支援事業所が負担することが望ましい。 

※③で記録した文書は５年間保存する。 


